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歴史にみる病院建築と施設基準
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上席主任研究官　小林健一

１．はじめに
　病院は、私たちの健康を支えることを目

的とした、もっとも身近で重要な公共施設

である。病院では、心身が衰弱した患者

が、治癒に向かって一時を過ごすためにふ

さわしい療養環境が求められる。その一方

で、自然科学としての近代医学は、時代の

最先端をゆく技術革新によって支えられて

おり、昨日までの常識が今日には捨て去ら

れてしまうこともある。そのために時とし

て、医学の進歩に病院建築が追い越され、

フィットしなくなる事態も起こり得る。

　本稿では、病院建築についての歴史的変

遷を辿りながら、病院を規定する「施設基

準」について考えてみたい。

２．近代病院の成立前夜
　表－1は工学院大学建築学部の長澤泰教

授による「癒しの場の変遷」である。18世紀

頃までのヨーロッパでは、傷病者を治療す

るための専用施設はなく、僧院などの建物

が傷病者を収容する場として利用されてい

たが、そこでは有効性のある治療行為が行

われているわけではなく、感染症から社会

集団を護ることが目的であったという。

　フランス・パリのノートルダム寺院近く

にある「オテル・デュー」の廊下には、当時

の病院の様子を描いた絵画が掲げられてい

る（図－1）。よく見ると1つのベッドに複数

の患者が横たわり、食事を与えられている

様子が分かる。また手前には死亡した患者

を運び出すための袋のようなものが伺え

る。19世紀に麻酔薬や消毒技術が見いださ
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れるまでは、外科的治療すなわち人体を切

開しての手術は行うことはできなかった。

疾病を治療する科学的方法はなく、社会集

団から隔離収容することが公衆衛生上は必

要かつ有効であった社会背景が、この絵か

ら窺い知ることが出来る。

　19世紀のクリミア戦争において活躍した

フローレンス・ナイチンゲールは、看護師

として従軍しながら、統計的手法を用いて

負傷兵の死亡率と衛生環境との関係を指摘

し、理想的な病院建築について提言する書

物を著した。ナイチンゲールは「患者に新

たな害を与えないこと」が病院建築のある

べき姿だと述べ、新鮮な空気、日照、室温

を供給することによって、それまで病棟内

で蔓延していた感染症の伝播、すなわち院

内感染を防ぐことが重要であると主張し

た。

　看護教育の祖として語られるナイチン

ゲールは、近代病院建築の成立においても

重要な役割を果たしたのである。

３．わが国における近代病院の成立
　次に、日本における近代病院の成立過程

について、医療行政の歴史とともにみてみ

よう（表－2）。

　今日、われわれが目にしている近代病院

の原型が生まれるには、第二次世界大戦の

終焉を待たなければならない。戦後まもな

い時期のわが国の医療行政においては、医

療施設と医療従事者を量的に確保すること

が、最大かつ危急の課題であった。戦禍に

よって多くの医療施設が破壊・閉鎖され、

医薬品や衛生材料が不足するなかで、1948

年に、医療施設の施設基準等を定めた医療

法が制定された。医療法では、「20床以上

の患者収容施設を有する医療施設」を病院

と定義し、病床面積などの構造基準、処置

室など必置施設の規定、模範的病院として

の総合病院制度の創設、医療監視員による

立入検査制度などを定め、医療施設の量的

整備とともに医療水準の確保を図るための

規定となったのである。

　いっぽう建築分野では、東京大学建築学

科の吉武泰水助教授（当時）らにより、木造

（一部RC）186床の綜合病院モデルプラン

（図－2、出典・文献1）が1950年に提示され

た。このモデルプランの第一の狙いは、そ

れまで木造が通常であった病院の不燃化で

あった。平面図中央の南北に走る廊下部分

はコンクリート造であり、左側の厨房や手

術室などの火を取り扱う部門は、右側の病

棟（木造）部分と区分して計画されていた。

今日からみればごく当然のように思われる

が、火災発生時に避難することが困難な傷

病者を多く抱えた病院を不燃化すること

は、重要な課題であったのである。

　またこのモデルプランは同時に、当時ア

メリカから日本に導入されたばかりの新し

い病院管理の考え方を具体化することが意

図されていた。それまで診療科ごとにそれ

ぞれ計画されていた手術、サプライセン



―84―　「空衛」 2012年  4.5月号

シリーズ 建築と健康（11）

表
－
２



「空衛」 2012年  4.5月号　―85―

図－２



―86―　「空衛」 2012年  4.5月号

シリーズ 建築と健康（11）

ター、検査、サービスなどについて中央化

が図られており、今日では常識となってい

る病院の管理運営の考え方が、具体的な建

築計画モデルとして示された。実際に、こ

のモデルプランをほぼ踏襲して、県立中央

病院など地域医療の中核となる病院が数々

建設されたのである。ひとびとの生活に欠

くことのできない医療施設を、一定の水準

を保ちつつ、短期間で大量に整備すること

が求められたこの時代では、モデルプラン

が有効に活用されたといえるだろう。

　いっぽう戦後、陸海軍病院から転用され

た国立病院は、医療供給体制の充実ととも

に役割の見直しと統廃合が行われ、現在は

政策医療を担うナショナルセンターを含め

て、すべて独立行政法人として運営されて

いる。

　また、全国各地にあった国立療養所につ

いても、かつて死因の首位であった結核の

治療法が確立して以降、一般医療を提供す

る医療施設へと転用されていった。これは

時代が経つにつれ変化する社会情勢に対応

して、病院に求められる姿も変わってゆく

ことの証左である。

４．結核医療の変化と病院建築
　時代がうつるにつれ医療が変化すること

により、病院建築が影響を受ける事例とし

て、結核をめぐる今日の課題について少し

詳しくみてみよう。

（１）結核をめぐる状況

　結核は昭和20年代後半まで、わが国の死

亡原因の首位であった（図－3、出典：厚生

労働省・平成24年我が国の人口動態）。戦

図－３
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前の厚生省人口局のポスター（図－4）で

は、結核が青年層の病であることが謳わ

れ、対策の必要性が叫ばれている。このよ

うな社会背景のため、当時の病院は、結核

患者を収容するための病床種別である結核

病床が、それ以外の患者用ベッドよりも圧

倒的に多い状況であった。今日の病床種別

にみた病床数の状況と比較すると、当時の

病院において結核医療がいかに重要であっ

たかが見て取れる（図－5）。

　しかしその後、結核は、予防策の普及や

治療方法の確立、生活水準の向上等によ

り、現在では罹患率が著しく低下してい

る。また結核を罹患する患者像も、かつて

は先述のように青年層が中心であったのに

対し、現在では高齢者が中心となってい

る。これは若年時に結核に感染した者が、

高齢化に伴う体力・抵抗力の低下により発

病する症例が多いためと言われている。さ

らに、糖尿病や心疾患、HIV（ヒト免疫不全

ウイルス）感染などの合併症を有する結核

患者の重症化など、新たな課題も顕在化し

図－４

図－５　病院病床数と構成の変化
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てきており、結核患者は量的にも質的にも

以前と比べて大きく変化している状況にあ

る。

　一方、結核患者を収容する結核病床につ

いては、隔離安静が治療の主流であった時

代では、病院もしくは病棟単位で郊外に整

備されることが多くあった。しかし結核患

者の絶対数が著しく減少し、治療が必要な

合併症を有する結核患者が増加している状

況を踏まえると、今後は病院単位・病棟単位

で結核患者を収容治療することは現実的で

はなく、病室単位もしくはユニットとして

整備することが必要ではないかと思われる。

（２）結核病床の施設基準

　病室単位で結核患者を収容する場合、病

院内の他の患者への感染を防止する対策が

求められるが、結核は結核菌の飛沫核の飛

散により伝播する感染症であるので、空気

感染対策を講じる必要がある。ところが結

核病床に関する法規では、空気感染対策の

観点からの具体的な施設基準は示されてい

ないのが現状である（表－3）。

　ところで、結核の予防や結核患者の医療

について規定していた結核予防法（昭和26

年法律第96号）は平成19年に廃止され、感

染症の予防及び感染症の患者に対する医療

に関する法律（平成10年法律第114号、以下

「感染症法」と略）へと統合された。その結

果、結核は感染症法で定める二類感染症に

分類された（表－4）ため、結核病床の施設

基準については、感染症法の枠内で議論さ

れるべき事項となった。

（３）感染症病床の施設基準

　感染症法が規定する感染症指定医療機関

は、特定の要件を満たす感染症対応病室を

医療法施行規則　第十六条
五　機械換気設備については、感染症病室、結核病
室又は病理細菌検査室の空気が風道を通じて病院又
は診療所の他の部分へ流入しないようにすること。
七　感染症病室及び結核病室には、病院又は診療所
の他の部分及び外部に対して感染予防のためにしや
断その他必要な方法を講ずること。
十二　感染症病室又は結核病室を有する病院又は診
療所には、病院にあつては第二十一条第一項第一号
に規定する消毒施設のほかに必要な消毒設備を、診
療所にあつては必要な消毒設備を設けること。

結核予防法　第十六条（医師の指示事項）
一　結核を伝染させるおそれがある患者の居室の換
気に注意をすること。

表－３

感染経路�

接触感染（感染者の体液・血液）�

ダニに噛まれて感染�

飛沫感染・接触感染�

げっ歯類の唾液・排泄物、感染
者との接触�

ノミ媒介、感染者の血痰に含ま
れる菌�

ヒト―ヒトは接触感染、野生動
物からの感染�

飛沫感染・接触感染�

経口感染�

空気感染�

飛沫感染�

飛沫感染�

知見は限定的。飛沫感染・接触
感染か（トリとの濃厚な接触の
後に感染した症例が多いため）�

疾患名�

エボラ出血熱�

クリミア・コンゴ出血熱�

痘そう（天然痘）�

南米出血熱�
�

ペスト�
�

マールブルグ病�
�
ラッサ熱�

急性灰白髄炎（ポリオ）�

結核�

ジフテリア�

SARS�

鳥インフルエンザ�
（H5N1）�

分類�

一
類
感
染
症�

二
類
感
染
症�

表－４
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持つが、その構造設備基準は厚生省（当時）

結核感染症課長通知により定められている

（表－5）。この通知では、「患者の人権・生

活の質に配慮」しつつ、「感染経路に着目」

した「建築的、設備的要件」を満たす必要性

を謳っており、「既知の感染症に対しては病

室単位」で対応するとの考え方に基づいて

いる。しかしながら、この通知にある第二

種病室の施設基準は、基本的に接触感染お

よび飛沫感染による感染症対応の病室仕様

となっており、現在は空気感染症である結

核患者の入院は想定されていない。

　またこの通知では、二類感染症に対応す

る第二種感染症指定医療機関においても「1

～2床の空気感染に対応できる病室も設け

ることが望ましい。その時の施設基準は第

第二種病室�

接触感染・飛沫感染�

規定なし�

病室内または病室に隣接�

規定なし�

規定なし�

規定なし�

清掃や消毒が容易な床・壁�

規定なし�

�

規定なし�

�

規定なし�

規定なし�

規定なし�

規定なし�

病室とトイレに設置�
手の指を使わずに操作可能�

逆流防止機能�

規定なし�

電話機・テレビ設置�

第一種病室�

接触感染・飛沫感染・空気感染�

前室つき個室�

病室内�

15㎡以上（新築の場合）�

2.4m以上（新築の場合）�

内部の空気が外部に漏れない�

清掃や消毒が容易な床・壁�

全外気方式または十分な能力の
フィルターによる再循環方式�

単独�
十分な能力のフィルターまたは
空気の逆流防止機能付�

単独�
十分な能力のフィルター付�

院圧制御が可能�

十分な換気�

専用の排水処理設備�

病室と前室にそれぞれ設置�
手の指を使わずに操作可能�

逆流防止機能�

設置�

電話機・テレビ設置�

事項�

対応する感染症の感染経路�

前室と室定員�

トイレ・シャワー設備�

病室床面積�

天井高�

空気の漏洩�

仕上げ�

空調設備�

�

給気設備�

�

排気�

院圧制御�

換気�

排水�

手洗い設備�

病室内の給水・給湯�

面会設備�

病室内備品�

一種病室に準ずる」との記述があるが、第

一種病室は表－4のような「治療法が未確立

の強い感染力と致死率を持つ感染症」に対

応する重装備の病室であるので、治療法が

確立されている結核に対応する病室として

は、あまりに過度な施設要件である。

　一方で、結核病床の施設基準について

は、表－3にみたように曖昧な要件しか示

されておらず、病室単位で患者を収容する

際にどのような配慮が求められるのかにつ

いては明らかにされていない。

　つまり今日、空気感染である結核は二類

感染症に位置づけられたため、二類感染症

のための医療機関として「結核病床を有す

る結核指定医療機関」と「第二種病室を有す

る第二種感染症指定医療機関」の2種類が併

表－５ 存することとなり、そのい

ずれに関しても、病室単位

で結核患者を収容する際に

求められる施設基準が示さ

れていない状況となってい

る。

　先述のように、わが国に

おいて今後、病院あるいは

病棟単位での結核患者の入

院治療を行う状況となるこ

とは考えにくく、病室単位

で収容・治療することを想

定した医療体制の構築が求

められている。その場合、

（2）で述べたように現在は
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すっぽり抜け落ちてしまっている、「結核患

者を収容するベッドの施設基準」につい

て、科学的根拠に基づいた検討を行う必要

があろう。

５．病院建築の施設基準のあり方
　病院建築を規定する施設基準が、社会情

勢の変化により実態にフィットしなくなる

事例として、結核病床を題材に述べた。

　海外に目を転じると、米国においては、

CDC（Centers  for  Disease Control  and

Prevention；疾病管理予防センター）によ

り、結核をはじめ各種の感染管理ガイドラ

インが公表されている。CDCの各ガイドラ

インは、最新の知見による科学的根拠を反

映させた改訂版が随時公表されるため、

EBM（Evidence Based Medicine；科学的

根拠に基づいた医療）実践のための資料と

して世界各国の医療関係者らに広く活用さ

れている。さらに、米国建築家協会による

医療施設の設計ガイドラインにおいても引

用されるなど、施設基準の設定における基

礎資料として位置づけられている。

　今後、わが国の病院建築において求めら

れるのは、このように科学的根拠に基づい

た施設基準の検討・策定プロセスではない

だろうか。そして、定められた施設基準

は、技術革新により医療内容が病院建築に

も変化を求める際には対応できるよう、継

続的に見直しを行う必要があるだろう。

いったん造られた建物は20年以上も使われ

続けることを考えると、病院に関する施設

基準は、数十年の間に「医療内容そのもの」

が変化し、陳腐化しうることを覚悟してお

く必要がある。

　かつてナイチンゲールが指摘した、新鮮

な空気・日照・室温の供給は、今日におい

ても療養環境に欠くことが出来ないもので

ある。ナイチンゲールの提言は、現代医学

の基準から見れば粗末なものであったかも

知れないが、科学的方法をもって療養環境

を考えるという理念は、EBM（科学的根拠

に基づいた医療）の先駆的な実践例であっ

たとも言えよう。
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